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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 42(オ)919 原審裁判所名 福岡高等裁判所 

事件名 家屋明渡請求 原審事件番号 昭和 40(ネ)168 

裁判年月日 昭和 43 年 11 月 21 日 原審裁判年月日 昭和 42 年 4 月 26 日 

法廷名 最高裁判所第一小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 民集 第 22 巻 12 号 2726 頁   

 

判示事項 建物の賃借人が差押を受けまたは破産宣告の申立を受けたときは賃貸人はただ

ちに賃貸借契約を解除することができる旨の特約の効力 

裁判要旨 建物の賃借人が差押を受けまたは破産宣告の申立を受けたときは賃貸人はただ

ちに賃貸借契約を解除することができる旨の特約は、借家法第六条により無効

である。 

 

全 文 

主    文 

 本件上告を棄却する。 

 上告費用は上告人の負担とする 

理    由 

上告人の上告理由(１)について。 

 建物の賃借人が差押を受け、または破産宣告の申立を受けたときは、賃貸人は直ちに賃貸借

契約を解除することができる旨の特約は、賃貸人の解約を制限する借家法一条ノ二の規定の

趣旨に反し、賃借人に不利なものであるから同法六条により無効と解すべきであるとした原

審の判断は正当であつて、原判決には何ら所論の違法はなく、論旨は理由がない。 

 同(２)、(３)について。 

 所論の点に関する原審の認定判断は正当であつて、所論はひつきよう原審の適法にした事

実認定を非難するか、原審で主張しない事実若しくは原審の認定にそわない事実を前提とし

て原判決を非難するに帰し、論旨はいずれも理由がない。 

 よつて、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決

する。 
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